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②地域密着型サービスの利用実績 

小規模多機能型居宅介護及び認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホー

ム）は、計画期間中における新規の事業所開設が進んだことから、利用者数（実績値）

も増加傾向にあります。 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護は、新規の事業所開設は進んだものの、利用者数

（実績値）は見込みを下回って推移しています。 

地域密着型通所介護は、計画の策定当初、利用定員が定まっていなかったため、見込

みと実績値にかい離が生じましたが、利用者数（実績値）は増加傾向にあります。 

 
図表６-13 地域密着型サービス 

 
  

第 ６ 期 実 績 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

見込み 実績値 
対 

見込比 
見込み 実績値 

対 

見込比 
見込み 実績値 

対 

見込比 

地
域
密
着
型 

夜間対応型訪問介護 介護 (人／月) 160 119 74.4% 169 94 55.6% 181 76 42.0% 

認知症対応型通所介護 
介護 (人／月) 619 555 89.7% 637 543 85.2% 664 547 82.4% 

予防 (人／月)  10 4 40.0% 16 4 25.0% 22 3 13.6% 

小規模多機能型居宅

介護 

介護 (人／月) 34 28 82.4% 50 34 68.0% 66 56 84.8% 

予防 (人／月) 2 5 250% 3 5 166.7% 4 3 75.0% 

認知症対応型共同生

活介護 

介護 (人／月) 700 651 93.0% 754 659 87.4% 808 688 85.1% 

予防 (人／月) 4 1 25.0% 5 1 20.0% 6 0 0.0% 

地域密着型特定施設

入居者生活介護 
介護 (人／月) 13 7 53.8% 14 7 50.0% 15 10 66.7% 

地域密着型介護老人福

祉施設入所者生活介護 
介護 (人／月) 1 0 0.0% 1 0 0.0% 1 0 0.0% 

定期巡回・随時対応

型訪問介護看護 
介護 (人／月) 73 24 32.9% 91 13 14.3% 109 43 39.4% 

地域密着型通所介護  (人／月) － － － 5,485 3,163 57.7% 6,068 3,207 52.9% 

※：平成 27・28 年度は実績値(出典:介護保険事業状況報告)、平成 29 年度は見込値。 

 

③施設サービス 

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）は、第６期計画期間中に３施設が開設した

ことにより、利用者数（実績値）は見込みどおりに増加しています。 

介護老人保健施設は、平成28年７月に１施設を開設しましたが、利用者数（実績値）

は減少傾向にあります。 

区内に３施設ある介護療養型医療施設の利用者数（実績値）は減少傾向にあります。 
 

図表６-14 施設サービス 

 
  

第 ６ 期 実 績 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

見込み 実績値 
対 

見込比 
見込み 実績値 

対 

見込比 
見込み 実績値 

対 

見込比 

施
設 

介護老人福祉施設 介護 (人／月) 1,830 1,865 101.9% 2,025 1,935 95.6% 2,125 2,011 94.6% 

介護老人保健施設 介護 (人／月) 894 836 93.5% 974 814 83.6% 976 784 80.3% 

介護療養型医療施設 介護 (人／月) 363 324 89.3% 363 313 86.2% 363 279 76.9% 

※：平成 27・28 年度は実績値(出典:介護保険事業状況報告)、平成 29 年度は見込値。 
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３ 介護サービスの基盤整備状況  

 

（１）居宅サービス・地域密着型サービス事業所数の推移 

平成27年度から平成29年度の３か年における、区内の居宅サービス等を提供する事業

所数は以下のとおりとなっています。 

平成28年4月から、通所介護事業所のうち約6割程度にあたる127事業所が地域密着型通

所介護事業所に移行しました。 

計画期間中には、居宅介護支援事業所が10か所、訪問看護事業所数が7か所増加しまし

たが、その他のサービスはおおむね横ばいで推移しています。 

 

図表６-15 居宅サービス・地域密着型サービス事業所数の推移 

 
平成27年度 平成28年度 平成29年度 増減数 

介護 予防 介護 予防 介護 予防 介護 予防 

居
宅
サ
ー
ビ
ス 

訪問介護 150 147 158 155 151 149 +1 +2 

訪問入浴介護 10 10 9 9 10 10 ±0 ±0 

訪問看護 46 43 48 46 53 51 +7 +8 

通所介護 209 184 91 196 98 176 -111 -8 

通所リハビリテーション 14 13 14 13 15 14 +1 +1 

短期入所生活介護 17 12 18 14 18 14 +1 +2 

短期入所療養介護 8 7 8 7 9 8 +1 +1 

福祉用具貸与 36 36 35 35 38 38 +2 +2 

特定福祉用具購入 33 33 32 32 35 35 +2 +2 

特定施設入居者生活介護 35 32 38 34 41 37 +6 +5 

居宅介護支援 179 20 187 21 189 21 +10 +1 

地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 1  2  3  +2  

夜間対応型訪問介護 2  2  1  -1  

認知症対応型通所介護 33 31 30 28 30 28 -3 -3 

小規模多機能型居宅介護 2 2 2 2 4 3 +2 +1 

認知症対応型共同生活介護 36 36 36 36 38 38 +2 +2 

特定施設入居者生活介護 1  1  1  ±0  

地域密着型通所介護   127  123  +123  

合  計 812 606 838 628 857 622 +45 +16 

※：各年度 4月 1日現在 

※：増減数は、平成 27 年度と平成 29 年度との比較。  
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（２）施設・居住系サービスの整備状況 

区内の施設サービスの整備状況をみると、平成24年度から平成29年４月１日までの５

か年で、介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）は４施設（275床）、介護老人保健施

設は１施設（116床）増加しました。 

介護療養型医療施設については、第５、６期計画期間を通じて、介護老人保健施設等

への転換がすすめられていましたが、平成26年度に４施設のうち１施設が医療療養病床

に転換して以降、３施設については現状のままとなっています。 

また、居住系サービスでは、認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホー

ム）が、平成29年４月１日現在、38施設（定員数687人）の整備が進んでいます。平成28

年度末の整備率（高齢者人口に対する定員数）は0.42％に達し、23区の平均値（0.32％）

を大きく越えています。 

特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム等）は、平成24年度から平成29年４月１日

までの５か年で12施設（1,066人）増加しました。 

 

 

図表６-16 区内の施設・居住系サービスの整備状況 

 

 
平成 

24年度 

平成 

25年度 

平成 

26年度 

平成 

27年度 

平成 

28年度 

平成 

29年度 
増減数 

介護老人福祉施設 
施設数（か所） 12 13 13 13 13 16 ＋4 

定員数（人） 1,384 1,464 1,464 1,464 1,464 1,659 ＋275 

介護老人保健施設 
施設数（か所） 6 6 6 6 6 7 +1 

定員数（人） 570 570 570 570 570 686 +116 

介護療養型 

医療施設 

施設数（か所） 4 4 4 3 3 3 -1 

定員数（人） 222 222 186 147 147 147 -75 

認知症対応型 

共同生活介護 

施設数（か所） 26 30 36 36 36 38 ＋12 

定員数（人） 399 507 651 651 651 687 ＋288 

特定施設入居者生

活介護 

（有料老人ホーム等） 

施設数（か所） 29 29 31 35 38 41 ＋12 

定員数（人） 1,714 1,891 2,064 2,324 2,470 2,780 +1,066 

※１：各年度 4月 1日現在 

※２：増減数は、平成 24 年４月１日と平成 29 年４月１日現在との比較 
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４ 標準給付費の状況  

 

（１）標準給付費の推移 

標準給付費は、介護（予防）サービスの利用者の増加に伴い、年々増加しており、平

成28年度は450億円を超えました。 

介護保険制度の創設時より、標準給付費に占める居宅サービス費の構成比は増加傾向

にあり、施設サービス費の構成比は減少傾向にあります。 

 

 

図表６-17 標準給付費の推移（年間） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１：居宅サービス費は、施設サービス費及びその他の給付費以外の給付費の合計（地域密着型サービス費を含む）。 

※２：施設サービス費は、介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設の給付費の合計。 

※３：その他の給付費は、特定入所者介護サービス費、高額介護サービス費、審査支払手数料*の合計。また、平成22

年度以降は、高額医療合算介護サービス費を含む。 

出典：「介護保険事業状況報告」 
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（２）第１号被保険者１人あたり給付月額 （在宅、施設・居住系サービス別） 

在宅サービスと施設及び居住系サービスにおける第１号被保険者１人あたり給付月額

について、縦軸を第１号被保険者１人あたりの在宅サービスの給付月額、横軸を施設及

び居住系サービスの給付月額として、他区の分布状況の中で、大田区の位置を示しまし

た。 

上に位置するほど居宅サービスが活発に利用され、右に位置するほど施設入所者が多

いことを意味します。 

 

 

図表６-18 第１号被保険者１人あたり給付月額 

（在宅サービス・施設および居住系サービス） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※：平成28年。 

出典：厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（平成 28 年度のみ「介護保険事業状況報告」月報） 
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（３）第１号被保険者１人あたり給付月額（要介護度別） 

第１号被保険者１人あたり給付月額を要介護度別に東京都と比較した場合、要支援１、

要介護１を除く要介護度で大田区は高く、特に要介護５の差が大きくなっています。 

 

図表６-19 第１号被保険者１人あたり給付月額（要介護度別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）第１号被保険者１人あたり給付月額（サービス別） 

第１号被保険者１人あたり給付月額をサービス別に東京都と比較した場合、施設サー

ビスの給付月額は低い傾向にある一方、大田区における在宅サービスの給付月額は高く、

特に訪問看護、通所介護、地域密着型通所介護は大きな差が生じています。 

 

図表６-20 第１号被保険者１人あたり給付月額（サービス別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※給付月額が 500 円を下回るサービスについては、省略しました。 

図表 6-14、6-15 ともに(時点）平成 28 年(2016 年) 

出典：厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報(平成 28 年度のみ「介護保険事業状況報告」月報)
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５ 地域支援事業の状況  

 

（１）地域支援事業費の実績 

平成27年度及び平成28年度における地域支援事業費の実績は、以下のとおりとなって

います。 

 

 

図表６-21 地域支援事業費 

《平成 27 年度》 

 
平成27年度 

見込値 実績値 対見込比 

介護予防事業 50,813千円 35,121千円 69.1％ 

包括的支援事業 783,315千円 749,102千円 95.6％ 

任意事業 16,319千円 15,850千円 97.1％ 

合   計 850,447千円 800,073千円 94.1％ 

 

《平成28年度》 

 
平成28年度 

見込値 実績値 対見込比 

介護予防・生活支援サービス事業 1,170,557千円 711,697千円 60.8％ 

一般介護予防事業 33,692千円 28,789千円 85.4％ 

包括的支援事業 854,763千円 837,555千円 97.9％ 

任意事業 15,334千円 15,331千円 99.9％ 

合   計 2,074,346千円 1,593,372千円 76.8％ 
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（２）地域支援事業の実施状況 

平成27年度及び平成28年度における各事業の実施状況は、以下のとおりとなっていま

す。 

 

①介護予防事業の実施状況（平成 27 年度） 

介護予防・日常生活支援総合事業開始前の介護予防事業の実施状況は、以下のとおり

です。 

図表６-22 介護予防事業の実施状況 

■二次予防事業 平成27年度 

 
二次予防対象者 

把握事業 

健康診査等を通じて高齢者の生活機能評価を実施

し、介護が必要になる可能性のある高齢者（＝二次

予防対象者）を把握・選定し、事業への参加勧奨を行

う。 

17,004人 

 
通所型介護予防 

事業 

二次予防対象者に対し、運動器の機能向上、栄養改

善、口腔機能向上を目的とする介護予防プログラム

を実施する。 

4,250人 

 
訪問型介護予防 

事業 

閉じこもり、認知症、気分の落ち込み、身体状態の低

下等で通所型介護予防事業に参加できない場合、看

護師・理学療法士・栄養士・歯科衛生士が訪問し、個

別的に介護予防事業を実施する。 

41人 

 
介護予防二次予防 

事業評価事業 
二次予防事業の評価を行う。  

■一次予防事業 平成27年度 

 
介護予防普及啓発

事業 

一般の高齢者を対象に、介護予防の基本的な知識を

普及啓発するための事業を実施する。 
18,788人 

 
地域介護予防活動

支援事業 

介護予防に関するボランティア等の人材養成のため

の研修や介護予防に資する地域活動組織の育成・支

援を行う。 

153人 

 
介護予防一次予防 

事業評価事業 
一次予防事業の評価を行う。  
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②介護予防・日常生活支援総合事業の実施状況（平成 28 年度） 

介護保険制度の改正により新たに設けられた介護予防・日常生活支援総合事業を平成

28年４月から開始しました。 

 

図表６-23 介護予防・日常生活支援総合事業の実施状況 

■介護予防・生活支援サービス事業 
平成28年度 

延べ利用件数 

 
通所型サービス 

（専門職） 
旧介護予防通所介護に相当するサービスを実施 11,330件 

 
訪問型サービス 

（専門職） 
旧介護予防通所介護に相当するサービスを実施 15,156件 

 

大田区絆サービス 

（住民主体の生活

支援） 

地域のボランティアにより多様な生活支援ニーズに対

応し、自立した生活を維持するための支援を行う。 
148件 

■一般介護予防事業 
平成28年度 

延べ参加人数 

 
介護予防普及啓発

事業 

一般の高齢者を対象に、介護予防の基本的な知識を

普及啓発するための事業を実施する。 
35,703人 

 
地域介護予防活動

支援事業 

介護予防に関するボランティア等の人材養成のため

の研修や介護予防に資する地域活動組織の育成・支

援を行う。 

7,074人 

 

地 域 リ ハ ビ リ テ ー

ション活動支援事

業 

地域における介護予防の取組を強化するため、リハ

ビリテーション専門職を派遣する。 
291人 

 
一般介護予防事業

評価事業 
一般介護予防事業の評価を行う。 383人 

 

③包括的支援事業の実施状況 

■地域包括支援センターの運営 

地域包括支援センターは、高齢者の総合相談窓口としての機能に加え、地域包括ケア

システムの中核機関として、高齢者を支える地域づくりの役割を担っています。 

現在、地域力の拠点である特別出張所との連携強化をすすめています。平成28年度に

嶺町、新井宿の２地区について、地域包括支援センターを特別出張所の建物内に配置し

ました。また、平成28年度から田園調布地区内に地域包括支援センターを新設しました。 

 

図表６-24 地域包括支援センターの運営状況 

  

 平成27年度 平成28年度 

介護予防ケアマネジメント 

事業 

介護が必要となる可能性のある高齢者

のケアマネジメントを行う。 
364件 ― 

総合相談支援・権利擁護事業 
高齢者の生活を包括的に支えるための

総合相談、虐待対応等を行う。 
161,684件 167,881件 

包括的・継続的 

ケアマネジメント事業 

高齢者の在宅生活を支えるため、関係

機関とのネットワークの構築、介護支援

専門員に対する指導・助言を行う。 

7,097件 7,081件 
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■地域ケア会議の実施 

地域包括ケアシステム構築の手段として、個別課題の解決からボトムアップ式に地域

課題、区全体の課題の解決に向けた検討を行っています。 

 

図表６-25 地域ケア会議の実施状況 

 

 

■在宅医療・介護連携の推進 

医療ニーズのある高齢者が在宅での生活を継続できるよう、医療機関・介護事業者等

からの相談を受ける「在宅医療相談窓口」を中心に、医療と介護の連携をすすめていま

す。 

 

■生活支援サービスの体制整備 

地域包括支援センターにおいて、高齢者の生活を支える社会資源の情報収集、高齢者

へのコーディネート、ネットワークづくり、社会資源の開発・育成を行っています。 

 

■認知症施策の推進 

認知症の疑いのある人を早期に発見し、支援につなげるとともに、認知症の人が地域

で安心して暮らし続けられるよう支援しています。 

平成28年度から、各地域包括支援センターに認知症初期集中支援チーム及び認知症地

域支援推進員を配置し、認知症の早期診断・対応及び医療介護連携を推進しています。 

 

図表６-26 主な認知症施策の実施状況 

 

 

  

 平成27年度 平成28年度 

個別レベル会議 
地域包括支援センターが主催。高齢者

の個別課題の解決に向けた検討を行う。 
23回 60回 

日常生活圏域レベル会議 
地域福祉課が主催。地域の課題解決に

向けた検討を行う。 
17回 44回 

区レベル会議 
高齢福祉課が主催。区の高齢者施策に

ついての検討を行う。 
1回 3回 

 

認知症初期集中支援チーム 
認知症サポート医と地域包括支援センター職員による

チームを各地域包括支援センターに配置し、認知症の早

期診断・対応及び医療介護連携を推進する。 

認知症地域支援推進員 
認知症初期集中支援チームとともに、認知症カフェ等を

通じて、認知症の早期発見や、認知症の人と家族が安

心して暮らせる地域づくりを推進する。 
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④任意事業の実施状況 

介護保険事業の運営の安定化及び被保険者の地域における自立した日常生活の支援

のために必要な事業を実施しています。 

 

図表６-27 任意事業の実施状況 

 

 

 

  

 平成27年度 平成28年度 

介護給付適正化事業 
利用者の状態に応じた適切なサービス

の提供という観点から、介護給付の適正

化に取り組む。 

23,251件 

（受給者・ 

事業者合計） 

23,145件 

（受給者・ 

事業者合計） 

高齢者住宅生活協力員の配

置 

区が管理する高齢者住宅（シルバーピ

ア）に生活協力員を設置し、日常生活上

の相談に対応するなど、高齢者が安心し

て生活できる住まい環境を整備する。 

３か所 ３か所 

高齢者ほっとテレフォン 

区役所が閉庁している夜間・休日の時間

帯に、高齢者の健康や介護、福祉に関

する相談に、看護師、介護支援専門員

等の専門資格を持つ相談員が対応する

電話相談窓口を設置する。 

1,591件 1,136件 
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６ 第６期介護保険財政の状況  

 

（１）第１号被保険者の所得段階別保険料額 

第６期計画期間における第１号被保険者の所得段階別保険料額は、以下のとおりです。 

第５段階の保険料基準額（月額）は5,600円であり、東京都の平均（5,538円）、全国平

均（5,514円）に比べて高い金額となっています。 

 

図表６-28 第１号被保険者の所得段階別保険料額 

≪第６期≫   

段 階 対象者 
基準額に 

対する比率 

保険料 

月額 

（年額） 

第1号 
被保険者数 

構成比 

第1段階 

①生活保護を受けている方 

②老齢福祉年金を受けていて、世帯全員が特別区民税非課税の方 

③中国残留邦人等支援給付を受けている方 

④世帯全員が特別区民税非課税で、本人の課税年金収入額と合計

所得金額を合わせた額が80万円以下の方 

0.40 
2,520 円 

（30,240 円） 
31,608 人 19.21% 

第2段階 
世帯全員が特別区民税非課税で、本人の課税年金収入額と合計所

得金額を合わせた額が120万円以下で第１段階に該当しない方 
0.65 

3,640 円 

（43,680 円） 
10,310 人 6.27% 

第3段階 世帯全員が特別区民税非課税で、第1～2段階に該当しない方 0.70 
3,920 円 

（47,040 円） 
10,471 人 6.37% 

第4段階 

本人が特別区民税非課税（同じ世帯の家族が特別区民税課税）で、

本人の課税年金収入額と合計所得金額を合わせた額が80万円以下

の方 

0.85 
4,760 円 

（57,120 円） 
20.023 人 12.17% 

第５段階 

（基準額） 

本人が特別区民税非課税（同じ世帯の家族が特別区民税課税）の

方で、第4段階に該当しない方 
1.00 

5,600 円 

（67,200 円） 
15,813 人 9.61% 

第6段階 本人が特別区民税課税で、合計所得金額が120万円未満の方 1.10 
6,160 円 

（73,920 円） 
20.029 人 12.1% 

第7段階 
本人が特別区民税課税で、合計所得金額が120万円以上190万円未

満の方 
1.25 

7,000 円 

（84,000 円） 
18.827 人 11.44% 

第8段階 
本人が特別区民税課税で、合計所得金額が190万円以上240万円未

満の方 
1.50 

8,400 円 

（100,800 円） 
9,554 人 5.81% 

第9段階 
本人が特別区民税課税で、合計所得金額が240万円以上190万円未

満の方 
1.60 

8,960 円 

（107,520 円） 
5,771 人 3.51% 

第10段階 
本人が特別区民税課税で、合計所得金額が290万円以上340万円未

満の方 
1.80 

10,080 円 

（120,960 円） 
4,232 人 2.57% 

第11段階 
本人が特別区民税課税で、合計所得金額が340万円以上400万円未

満の方 
1.90 

10,640 円

（127,680 円） 
3,613 人 2.20% 

第12段階 
本人が特別区民税課税で、合計所得金額が400万円以上500万円未

満の方 
2.00 

11,200 円

（134,400 円） 
3,807 人 2.31% 

第13段階 
本人が特別区民税課税で、合計所得金額が500万円以上700万円未

満の方 
2.35 

13,160 円

（157,920 円） 
3,513 人 2.14% 

第14段階 
本人が特別区民税課税で、合計所得金額が700万円以上1,000万円

未満の方 
2.60 

14,560 円

（174,720 円） 
2,485 人 1.51% 

第15段階 
本人が特別区民税課税で、合計所得金額が1,000万円以上1,500万

円未満の方 
2.85 

15,960 円

（191,520 円） 
1,743 人 1.06% 

第16段階 
本人が特別区民税課税で、合計所得金額が1,500万円以上2,500万

円未満の方 
3.05 

17,080 円

（204,960 円） 
1,319 人 0.80% 

第17段階 本人が特別区民税課税で、合計所得金額が2,500万円以上の方 3.20 
17,920 円

（215,040 円） 
1,395 人 0.85% 

※構成比は所得段階別の第１号被保険者数の内訳 

※第１号被保険者数は、平成 29 年 3月 31 日現在  
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（２）保険料の賦課・収納状況 

第１号被保険者の保険料の賦課・収納状況は以下のとおりであり、平成28年度現年度

の収納率は97.7％となっています。 

 

 

図表６-29 保険料の賦課・収納状況 

 
平成18年度 平成19年度 平成20年度 

賦課額 6,230,590千円 6,520,018千円 6,719,862千円 

収納額 6,080,835千円 6,361,357千円 6,547,000千円 

収納率 97.6% 97.6% 97.4% 

    

 平成21年度 平成22年度 平成23年度 

賦課額 7,260,933千円 7,267,288千円 7,308,511千円 

収納額 7,078,136千円 7,085,081千円 7,126,994千円 

収納率 97.5% 97.5% 97.5% 

    

 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

賦課額 9,218,916千円 9,549,652千円  9,888,732千円 

収納額 8,987,649千円 9,309,049千円 9,644,079千円 

収納率 97.5% 97.5% 97.5% 

 

 平成27年度 平成28年度 

賦課額 11,663,444千円 11,909,341千円 

収納額 11,393,005千円 11,633,915千円 

収納率 97.7% 97.7% 

※現年度分のみ。 
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（３）介護保険特別会計等の状況 

①介護保険特別会計の状況 

図表６-30 介護保険特別会計の状況 

   
平成 27 年度 

（決算額） 

平成 28 年度 

（決算額） 

歳 
 

入 

介護保険料 11,464,445,484 円 11,711,281,640 円 

国・都・区支出金 24,048,734,781 円 25,009,276,658 円 

支払基金交付金 12,521,540,000 円 13,037,590,568 円 

その他 499,339,234 円 1,061,283,233 円 

歳入合計 48,534,059,499 円 50,819,432,099 円 

歳 
 

出 

保険給付費 44,753,306,262 円 45,043,319,261 円 

内 

訳 

介護サービス等諸費 40,402,377,058 円 41,235,475,678 円 

介護予防サービス等諸費 2,261,387,729 円 1,626,917,338 円 

その他 2,089,541,475 円 2,180,926,245 円 

地域支援事業費 800,071,951 円 1,593,372,089 円 

内 

訳 

介護予防事業・生活支援サービス費  711,696,851 円 

介護予防事業費 35,120,438 円 28,789,070 円 

包括的支援・任意事業 764,951,513 円 852,886,168 円 

介護給付費準備基金積立金 536,158,411 円 314,448,151 円 

その他 1,405,306,508 円 1,752,492,767 円 

歳出合計 47,494,843,132 円 48,703,632,268 円 

次年度繰越金  1,039,216,367 円 2,115,799,831 円 

 

 

②介護給付費準備基金 

介護給付費準備基金は、大田区介護給付費準備基金条例により設置され、介護保険特

別会計において生じた歳計剰余金に相当する額を積み立てています。 

これは、大田区の介護保険給付に要する費用に不足が生じた場合、その不足の財源に

充てるため積み立てられているものです。 

 




